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第１章 指針策定の趣旨

１．本県の中小企業・小規模企業の現状と課題について

本県の中小企業・小規模企業（以下｢中小企業等｣という。）は、企業数の

99.9％、従業者数の 91.3％と県内企業の大部分を占め、ものづくりやサービ

スの提供、農林水産物の生産・流通などを通じて県経済の活性化や雇用の創

出に大きな役割を果たしています。

また、中小企業等は、業種、規模、経営方針やビジネスモデルも多種多様

であり、様々なサービスや就業の機会を提供することで、地域社会や県民生

活を支えるなど、本県にとって欠かすことのできない重要な存在です。

しかしながら、全国に先駆けて人口減少・高齢化社会に突入した本県にお

いては、人口減少によるマーケットの縮小や後継者不足に伴い、企業数、従

業者数ともに減少しています。

企業数等の減少は、本県経済規模の縮小に拍車をかけるとともに、地域に

おける十分なサービスの提供や雇用の維持ができなくなるなど、県経済及び

県民生活に深刻な影響を及ぼします。

こうした影響の解消に向けては、中小企業等の安定した事業継続及び多様

で活力ある成長は必要不可欠であり、今まで以上に中小企業等の振興が求め

られる状況になっています。

企業数

従業者数

資料：中小企業白書（2024 年版）

区分
平成 24（2012）年① 令和３（2021）年② 対比 ②-①

（増減率）構成比 構成比

中小企業 26,970 社 99.9％ 22,403 社 99.9％ △4,567 社 △16.9％

うち小規模企業 24,116 社 89.3％ 19,678 社 87.8％ △4,438 社 △18.4％

区分
平成 24（2012）年① 令和３（2021）年② 対比 ②-①

（増減率）構成比 構成比

中小企業 173,073 人 92.7％ 162,114 人 91.3％ △10,959 人 △6.3％

うち小規模企業 79,056 人 42.4％ 64,265 人 36.2％ △14,791 人 △18.7％
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【中小企業等の定義】

日本標準産業分類で指定している下記の業種を対象とする（事業を営む会社又は個人）

公序良俗に反する事業、暴力団又は暴力団と関係がある中小企業等による事業は対象外とする

《参考》

中小企業基本法における「中小企業者」「小規模企業者」の定義

●中小企業者

中小企業者の範囲は、次表のＡ、または、Ｂのいずれかに該当する者とします。

●小規模企業者

小規模企業者とは、中小企業者のうち、おおむね常時使用する従業員数が 20 人（商業・

サービス業（宿泊業及び娯楽業を除く。）は５人）以下のものとします。

A 農業、林業 G 情報通信業 M 宿泊業、飲食サービス業

B 漁業 H 運輸業、郵便業 N 生活関連サービス業、娯楽業

C 鉱業、採石業、

砂利採取業

I 卸売業、小売業 O 教育、学習支援業

D 建設業 J 金融業、保険業 P 医療、福祉

E 製造業 K 不動産業、物品賃貸業 Q 複合サービス業※

※うち農林水産業協同組合は対象外

F 電気・ガス・熱

供給・水道業

L 学術研究、専門・技術

サービス業

R サービス業（非営利的団体等他に分類され

ないもの）※

※うち政治団体、宗教、外国公務は対象外

主たる事業として以下の事業を営

む会社又は個人

Ａ

資本金または出資総額

Ｂ

常時使用する従業員数

１ 製造業、建設業、運輸業その他業種

（２から４までの業種を除く。

３億円以下 300 人以下

２ 卸売業 １億円以下 100 人以下

３ サービス業 5,000 万円以下 100 人以下

４ 小売業 5,000 万円以下 50 人以下
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【事業所数の推移】

資料：高知県統計書

「農林漁業」「医療・福祉」では事業所数が増加。

「建設業」「製造業」「卸売業・小売業」「宿泊業・飲食サービス業」では事業所数が減少。

農林漁業 H24 351 事業所 → R3 485 事業所 （＋38.2％）

建設業 H24 3,319 事業所 → R3 2,894 事業所（△12.8％）

製造業 H24 2,419 事業所 → R3 2,090 事業所（△13.6％）

卸売業・小売業 H24 10,624 事業所 → R3 8,753 事業所（△17.6％）

宿泊業・飲食サービス業 H24 5,659 事業所 → R3 4,751 事業所（△16.0％）

医療・福祉 H24 2,465 事業所 → R3 2,905 事業所（＋17.8％）

農林漁業 , 485

建設業, 2,894

製造業, 2,090

情報通信業, 252

運輸業，郵便業 , 701

卸売業，小売業 , 8,753

不動産業，物品賃貸業 , 1,466学術研究，専門・技術サービス業, 
1,175

宿泊業，飲食サービス業 , 
4,751

生活関連サービス業，

娯楽業, 3,208

教育，学習支援業 , 871

医療，福祉 , 2,905

複合サービス事業 , 414

サービス業（他に分類されないもの）, 2,360

（Ｒ３） 計33,064

農林漁業, 351

建設業 , 3,319

製造業, 2,419

情報通信業 , 256

運輸業，郵便業, 852

卸売業，小売業 , 
10,624

不動産業，物品賃貸業 , 1,691
学術研究，専門・技

術サービス業 , 1,067

宿泊業，飲食サービス業, 
5,659

生活関連サービス
業，娯楽業 , 3,634

教育，学習支援業 , 897

医療，福祉 , 2,465

複合サービス事業 , 454

サービス業（他に分類され

ないもの）, 2,331
（Ｈ２４） 計36,775
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２．高知県中小企業・小規模企業振興条例について

本県では、これまで｢産業振興計画｣｢日本一の健康長寿県構想｣｢建設業活

性化プラン｣｢中山間総合対策｣｢南海トラフ地震行動計画｣などの各種計画等

の推進や、様々な施策を実施することで、幅広く経済の活性化や県民生活の

維持・向上に取り組んできたところです。

そうした取組により、人口減少下でも拡大する経済へと構造を転じつつあ

るなど、様々な成果が現れてきました。

しかしながら、これまでの各種計画の取組ではフォローし切れていない産

業分野があることや、各産業分野ごとの計画等には、中小企業振興の理念や

方向性を共有する枠組が無いという課題がありました。

そうした課題に対応し、地域における経済活動や活力の維持・向上を図る

ため、高知県中小企業・小規模企業振興条例（以下｢条例｣という。）が令和３

年３月に制定されました。

３．高知県中小企業・小規模企業振興指針について

（１）考え方

条例では、知事は中小企業等の振興に関する施策を総合的に推進するため

の「指針」を策定することとしています。

県内中小企業等を取り巻く経営環境は、国内人口の減少、少子高齢化や人

手不足、事業承継問題、地球温暖化、インターネット環境や IT 技術の普及、

グローバル化の進展、原材料・エネルギーコスト等の上昇、最低賃金の大幅

な引き上げなど、大きく変化し、また複雑化しています。

指針は、これらの課題に対応して、「地域地域で中小企業等が、まずは事業

を継続し、そのうえで成長が図られるよう、取り組む方向性」を示すもので

す。

中でも、中小企業等が持続的な成長を成し遂げるためには、生産性の向上

や省エネルギー化などを通じて各産業分野の「稼ぐ力」を高めながら、賃金

引き上げと円滑な価格転嫁の好循環を実現するとともに、事業継続に欠かせ

ない担い手を確保することが重要です。
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このため、デジタル化、グリーン化、グローバル化といった新たな時代の

潮流を先取りし、社会経済の構造転換を図っていきます。あわせて、「生産性

の向上」の取組と「働き方改革の推進」の取組を一層強化し、これらを両輪

で進めていきます。

これらの取組を特に重点的に進めることで、中小企業等の「稼ぐ力」を高

めるとともに、女性・若者・外国人など多様な人材が活躍できる環境づくり

を進め、誰もがやりがいを持っていきいきと働ける企業へと成長を促してい

きます。

（２）進め方

条例では、中小企業等を振興するために普遍的かつ一般的な７つの「基本

方針」を定めていますので、指針ではこの「基本方針」を念頭に置いたうえ

で、社会情勢や環境変化等に対応した具体的に取り組むべき方向性を示しま

す。指針は、外部有識者で構成する高知県中小企業・小規模企業振興審議会

（以下｢審議会｣という。）の意見等を踏まえ、次に掲げる 16 の｢施策の基本的

方向｣を定めています。

今後、この指針に基づき、審議会において県の施策を定期的に検証すると

ともに、県では、検証結果を踏まえて施策を推進します。

また、指針に基づく施策を、令和 10 年３月まで実施したうえで、これを総

括し、指針の見直しを行います。

なお、毎年、施策を検証する中で、指針の見直しが必要となる場合には柔

軟に対応します。

第２章 施策の基本的方向

【施策における支援のあり方】

中小企業等の事業の継続と成長を実現していくためには、条例第５条に規

定されている様に、中小企業等が自主的に経営の向上及び改善に努めること

が前提となります。

そのうえで、県や支援団体は、中小企業等の意欲を喚起する仕掛けを講じ
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ることや、経営の向上及び改善に必要な情報を届けることが必要です。ま

た、支援にあたっては、中小企業等の意欲や規模、成長段階に応じた伴走支

援を行っていくことが重要です。

加えて、事業者単体では取り組むことが困難な需要の喚起や、交流人口の

拡大などに取り組むことも重要です。

その際には、経営資源に限りのある中小企業等においては事業者間のつな

がりによる事業展開も有効な手段となることから、デジタル技術も活用しな

がら、事業者同士の連携した取組を促進・支援していく必要があります。

［基本方針 1 中小企業・小規模企業の経営基盤の強化及び経営の革新を促進

すること（条例第 11 条第 1 項）］

① 事業戦略や経営計画の策定・実行支援

中小企業等が成長・発展を続けていくためには、自社を取り巻く環境の変

化が経営に与える影響等を見極めた上で、必要とする経営資源（人材、資

金、設備等）を的確に把握し、確保・活用していくことが重要です。

そのためには、事業戦略や経営計画（以下「戦略等」という。）を策定し、

これらを着実に実行していくことが求められます。これまでの取組により、

各産業分野における戦略等の策定が一定進んできていますが、経営環境の変

化により戦略等の見直しを図る必要性も生じています。

このため、県では、戦略等の策定・見直し・実行支援に各産業分野で取り

組みます。

② デジタル技術等を活用した生産性向上の後押し

原材料・エネルギー価格の上昇や賃金引上げなどによるコスト増はもとよ

り、人手不足が深刻化する中、中小企業等が地域地域で事業を継続していくた

め、また、国内外の市場において｢外商｣のさらなる推進を目指して競争力を強

化するためにも、継続的に業務の効率化や省力化を進めることが必要です。

また、例えば、増加する介護需要に対しても、担い手不足の中で介護の質を

維持・向上し、介護施設が地域での役割を継続的に果たしていくために、業務
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改善に向けた課題の分析と実践による業務の切り分けやデジタル技術の活用

による業務効率化・省力化を進めることが必要です。

このため、県では、関連支援機関との連携強化や外部アドバイザーの積極的

活用を図ることにより、様々な産業分野でデジタル技術等の活用を促進するな

ど、中小企業等の生産性の向上を後押ししていきます。

③ 新たな技術、製品及びサービス等の開発の促進

少子高齢化の進行や価値観の多様化による市場ニーズの変化に加え、持続

可能な社会の実現に向けた脱炭素化をはじめとするSDGsの達成に向けた取組

が進展するなど、中小企業等を取り巻く環境は大きく変化しつつあります。

こうした状況において、中小企業等が事業を継続し成長していくためには、

市場の変化に応じた新たな製品や技術、サービス等（以下「製品等」という）

を継続的に開発することが必要です。

このため、県では、関係機関と連携し、社会環境の変化などを捉えながら、

市場のニーズに応じた新たな製品等の開発支援に取り組みます。

④ 知的財産の活用及び産学官の連携の促進

インターネット環境の充実等により事業活動が国内外に拡大したことによ

り競争が激化しています。また、市場ニーズの多様化や変化のスピードが速ま

る中、中小企業等が自社だけで革新的な製品等を開発することが困難になって

きています。産学官のそれぞれが持つ研究成果の普及促進を図り、取得した知

的財産の活用を促進するとともに、関係者の知的財産への理解を深めることが

重要です。

このため、県では、大学等との共同研究や他企業などとの連携による市場ニ

ーズに即した製品等の開発支援に取り組む等、産学官連携をより一層促進しま

す。

⑤ 円滑な価格転嫁に向けた環境の整備

物価高騰が長期化する中、中小企業等が事業を継続し成長していくためには、
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上昇する原材料費や労務費などを取引価格に適切に転嫁する必要があります。

このため、県では、国の制度である、企業間取引の適正化等による価格転嫁

の円滑化に向けた「パートナーシップ構築宣言」の登録を促すことにより、社

会全体で一定の値上げを受け入れていただける環境を整えていきます。また、

支援団体と連携し、価格転嫁や価格交渉に関する支援に取り組みます。

［基本方針２ 中小企業・小規模企業の創業の促進及び事業の承継の円滑化を

図ること（条例第 11 条第２項）］

⑥ 創業及び新たな事業の創出の促進

人口減少が進む中、地域に必要なサービスを維持していくため、そして、製

品やサービスの付加価値を高めるためにも、常に中小企業等による新しい挑戦

が生まれ続けることが重要です。

また、社会・経済構造の変化に対応するために、新分野への進出や業態転換

等、事業再構築の検討も必要です。

このため、県では、継続的に新たな挑戦が行われる環境を整え、創業や新た

な事業の創出支援に取り組みます。

⑦ 円滑な事業承継の促進

中小企業等が培った技術や人材を次の世代に引き継いでいくことは、地域

経済の維持・発展のために重要です。全国に先駆けて人口減少・高齢化社会に

突入した本県においては、経営者の平均年齢が全国的に見ても高いことや、黒

字であるにも関わらず廃業を選択する中小企業等も出てきていることなどか

ら、事業承継は喫緊の課題です。事業承継は後継者探しをはじめ、社内体制の

整備や財務の見直し等、対応すべきことは多く、準備を早く始める必要があり

ます。また、承継に係る手法によっては専門知識が必要となる場合もあります。

このため、県では、関係機関と連携しニーズ等の掘り起こしからアフターフ

ォローまで切れ目なく一貫支援をすることにより、円滑な事業承継につなが

るよう取り組みます。
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［基本方針２ 中小企業・小規模企業の創業の促進及び事業の承継の円滑化を

図ること（条例第 11 条第２項）］

［基本方針３ 中小企業・小規模企業の販路等の拡大を図ること

（条例第 11 条第３項）］

⑧ 中小企業・小規模企業の振興に資する企業誘致の推進

域外からの企業の進出は当該分野の生産額及び雇用される従業員数の直接

的な増加だけでなく、県内中小企業等にとって新たな取引の開始や、これまで

県外で行っていた工程を県内で行うことができるようになるなど、様々な形

の相乗効果が期待されます。

このため、県では、引き続き企業誘致の受け皿となる安全・安心で利便性の

高い工業団地等の継続的な開発や誘致に係る支援制度の充実に努め、中小企

業等の振興につながる企業誘致に取り組みます。

一方で、若者や女性が魅力を感じる企業や中山間地域への誘致をこれまで

以上に進めていく必要があります。

このため、これまでの商工業や一次産業分野の取組に加えて、「中山間地域

に仕事を創る」、「中山間地域の生活機能を維持する」という視点を含めた、県

全体の「企業誘致戦略」を策定し、市町村とも連携しつつ、全庁を挙げて企業

誘致に取り組みます。

［基本方針３ 中小企業・小規模企業の販路等の拡大を図ること

（条例第 11 条第３項）］

⑨ 地産外商の強化

全国に先駆けて人口減少・少子高齢化が進行し、県内市場が縮小を続ける中、

本県経済の活性化を図るため、これまでに｢外商｣できるモノやコトを増やす

｢地産｣と、活力ある県外市場に打って出る｢外商｣の推進に取り組んできた結

果、食料品の輸出額や防災関連産業の売上高が増加するなど、着実に取組の成

果が出てきています。しかしながら、社会・経済構造は絶えず変化し続けてい

ます。

このため、県では、こうした変化を的確に捉え、デジタル技術も活用しなが
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ら、新たなニーズに対応する｢地産外商｣の強化を図ります。また、全国におい

ても人口減少や少子化、高齢化が進行していることから、海外への県産品の輸

出拡大や外国人観光客の誘致に向けた取組を強化します。

［基本方針４ 中小企業・小規模企業に対する資金供給の円滑化を図ること

（条例第 11 条第４項）］

⑩ 資金供給の円滑化

資金力が十分でない中小企業等にとって、事業活動に必要な資金が円滑に

供給されることは重要です。経営の安定や成長・発展、自然災害・経済危機・

感染症の流行などに対する危機管理といった様々な段階・事象におけるニー

ズに応じた円滑な融資制度等を構築する必要があります。

このため、県では、中小企業等のニーズを把握した上で、金融機関と連携し

て機動的に対応することで、事業活動に必要な資金の安定的で円滑な供給を

図ります。

［基本方針５ 中小企業・小規模企業の人材育成及び確保を図ること

（条例第 11 条第５項）］

⑪ 事業活動を担う人材の育成及び確保の推進

県内のあらゆる分野の中小企業等が事業を継続・成長させていくために

は、担い手となる人材の育成と確保が重要です。

今後、少子高齢化による人口減少がさらに進行していく中で、ますますそ

の重要性は高まってきます。

このため、県では、学校教育の段階から、子どもたちが高知県の産業や企

業の魅力について知るとともに、そこで働く人々と交流する学習を通して、

社会的・職業的自立に向けて必要な力と将来にわたって地元に誇りと愛着を

持つ心を育てるキャリア教育を推進します。また、中小企業等と学生との交

流機会を数多く創出するなど、経営者の熱い思いや従業員のやりがいなどを

伝える場の拡大を図ります。あわせて、県外からの UIJ ターンや外国人材、

副業・兼業人材を含めた人材確保への支援のほか、転職による県外転出の抑
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制に取り組みます。

加えて、各産業分野における資格・免許の取得やスキル・知識の習得支援に

よる人材育成に取り組みます。

⑫ 働き方改革の推進

日本全体が、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少に直面する中、中小企業

等には、人材確保への対応はもとより、仕事と育児・介護との両立など働く

方々のニーズの多様化への対応、ダイバーシティの推進といった取組が求め

られています。そうした中、全国に先駆けて少子高齢化・人口減少が進行して

いる本県においては、多様な人材が活躍できる雇用環境を整備し｢働きやす

さ｣を確保したうえで、さらに｢働きがい｣を高めて従業員の確保・定着につな

げることが必要です。

このため、県では、働き方改革に取り組む中小企業等の拡大を目指した取組

を進めます。具体的には、誰もが｢仕事｣と｢仕事以外の生活｣の調和をとり、そ

の両方を充実させる働き方・生き方の実現に向け、ワークライフバランスの取

組を推進します。特に、デジタル技術の活用は多様な働き方の実現に効果があ

ると考えられることから、テレワーク等の活用を推進します。あわせて、「共

働き・共育て」の原動力となる男性育休の取得を促進します。

さらに、本県では、働き盛りの男性の死亡率が全国に比べて高いことから、

従業員の健康管理を重視した健康経営の取組を推進します。

こうした取組により、働く方の置かれている個々の事情に応じ、多様な働き

方を選択できる働き方改革を進め、女性・高齢者・障がい者・外国人等の多様

な人材が活躍できる職場環境を整えていきます。

［基本方針６ 中小企業・小規模企業の振興を通して、地域の活性化や地域の

多様な資源の活用を促進すること（条例第 11 条第６項）］

⑬ 地域の商業機能の維持・発展を通じた地域の活性化の促進

暮らしを支え、人々が交流する商店街等は、地域のコミュニティや地域経

済の活性化に大きな役割を果たしています。しかしながら、人口減少により
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中山間地域で商業機能が衰退し、また、市街地でも空き店舗が増加するなど

空洞化が進んでいます。地域の賑わいや利便性を確保していくためには、今

いる地域事業者の活性化と、空き店舗を活用した新規出店等による新陳代謝

を図ることが必要です。

このため、県では、地域が必要とする商業機能の維持・発展に向けて、市

町村が主体となり策定する計画や個々の事業者の経営計画の策定・実行支

援、空き店舗の活用による新規創業への支援などに取り組みます。

⑭ 地域の多様な資源及び地場産業を生かした事業活動の促進

本県には農林水産品の一次産業資源をはじめ、地域地域に多様な資源や地

域に根ざした伝統があります。これらは本県の強みであり、地域の活性化のた

めにそれらを持続的に発展させ活用していくことが必要です。

このため、県では、担い手確保や、市場ニーズ等に対応した製品等の開発・

磨き上げを促進し、海外市場も見据えた外商活動を展開していくことなどによ

り、本県の豊かな地域資源を生かした産業や伝統ある地場産業の活性化に取り

組みます。

また、地域経済の好循環を生み出していくため、県内で調達可能な品目から

地消を拡大し、地産の強化につなげる「地消地産」の取組を推進します。

［基本方針７ 中小企業・小規模企業の環境変化への適応の円滑化及び災害等

への対応を促進すること（条例第 11 条第７項）］

⑮ 脱炭素化をはじめとする SDGs 等の新しい課題への対応の促進

世界全体で脱炭素化をはじめとするSDGsの達成に向けた取組が進められて

おり、中小企業等においても、SDGs で定める開発目標や 2050 年カーボンニュ

ートラルを意識した対応が求められています。

また、絶えず変化する環境の中で、新たな課題が生まれることが想定されま

す。

このため、県では、脱炭素をはじめとする SDGs の理念等の中小企業等の理

解を深めるとともに、今後生じる新たな課題に対して迅速な対応ができるよ
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う支援していきます。

⑯ 自然災害や感染症への対応の促進

東日本大震災や能登半島地震などの大規模な自然災害に加えて、新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大も経験し、県内の多くの中小企業等が、非常時に

おいても事業を継続すること、また、減災対策を進めることが求められること

となりました。さらに、能登半島の地理的、社会的特徴は本県と類似しており、

南海トラフ地震でも同様の事態が起こり得るものと想定されます。

このため、県では、様々なリスクに中小企業等が対応できるよう、事業継続

計画（BCP）の策定や実効性を高める取組を加速していきます。

特に、多くの要配慮者が入所している施設については、個別訪問・個別相談

を実施するとともに、参考例を提供するなど、施設に寄り添った BCP の策定支

援に取り組みます。

あわせて、中小企業等の減災対策をより一層進めていきます。

第３章 指針に基づく施策の推進

１．推進体制について

取組の主体となる中小企業等に加え、県や関係機関が相互に連携・協働し、

「オール高知」で中小企業等の振興を目指します。

２．県民理解の促進について

中小企業等は、地域経済の発展や雇用の確保に貢献するとともに、地域社会

の担い手としても県民生活を支える重要な存在であることから、県広報媒体

等を活用し、県民の理解を深めながら施策を推進します。

３.「高知県中小企業・小規模企業振興審議会」における検証について

中小企業団体、各産業団体、有識者で構成される高知県中小企業・小規模企

業振興審議会を毎年度開催し、指針に基づく施策の実施状況や成果、課題の検

証を行います。また、この検証結果については、審議会開催後速やかに取りま
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とめのうえ、県ホームページを通じて公表します。

４．指針の見直しについて

審議会から、指針に対するご意見をお聞きしながら、経済・社会情勢の変化

を踏まえ、柔軟に内容の見直しを行い、中小企業等のニーズに即した効果的な

施策を推進します。


